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 本稿は、「ポス ト行動科学」構想の中の 「国

家の行動選択」の部分 を素描 したものである。

第1章 では、「国家の行動選択 スキーマ」 を提

示 して、解説 を加える。第1章 では、 日本 とア

メリカに例をとり、産業化の歴史的過程をこの

スキーマに当てはめてみる。詳細はすでに論 じ

たので、(1)ここでは図式のみを示す。過程は各々

2段 階に分けて示 してある。 日本の場合は、①

明治維新か ら敗戦 までと、②敗戦からオイル ・

ショックとその後の立ち上が りまでである。ア

メリカの場合は、①南北戦争から大恐慌 までと、

②ニューディールか ら、 レーガノミックスを経

て1989年 の冷戦終結 までである。

 第皿章では、これらの歴史的事実をふまえて、

今後の 日米両国共通の行動選択の方向について

論じる。情報化社会に焦点を当て、自己組織化

というコンセプ トをベースに、要点を考察 した。

そして、その結論 を 「国家の行動選択スキーマ」

にまとめた。

I.国 家の行動選択スキーマ

 図1は 、「国家の行動選択スキーマ」である。

 国家 も、企業 と同 じく、その生存 ・発展をは

かるには、組織化 されなければならない。すな

わち、1つ の②協働 〈主体〉 として、国民1人

1人 の間の共有 された⑥ 〈理念〉のもとに、自

らの生存 ・発展に必要 と感知 された共通の④

〈目標〉 を設定 して、その実現へ向けて⑧ 〈方

策〉 を立て、これを具体的に展開してい く。

 この展開が成功するには、以下の様な転換メ

カニズムに支えられていなければならない。

 ⑥の理念が人々の間に受 け容れられるには、

現存の⑦ 〈文化〉と調整されなければならない。

(⑰納得性)ま た、成果 につながるような具体

的行動 と結びつ くには、⑨ 〈経済〉法則に支え

られていなければな らない。そのためには、新

技術や新たな能力開発が必要 となる(⑪ 社会シ

ステムへの有効性)。 こうして、価値変動が起
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60                国家の行動選択 一日・末社会の構造転換一

こるため、新・旧利害集団の問に人間関係問題

が発生する （⑪人間関係）。かくして、経済法

則に沿って資源配分を決定するには③〈政治〉・

権力が必要となる。多数者の協力を確保するに

は、権力の行使に当たっては、⑦の文化の文脈

に沿わなくてはいけない（⑪疎通性）gこうして、

政治は、ある部分、伝統文化を保持し、ある部

分、革新文化を導入する。その調節を見はから

う手がかりとなるのが⑤＜社会〉における情感

の動きである。この動きに応じて、ある時は説

得し、ある時は強権を発動する。国民感情は、

自分達の生活世界が好ましい方向に進んでいる

と感じれば、プラスに動く（⑪生活世界への有

効性）。その時、政治を支持し、協働体への①

帰属意識は高くなる。

 こうして、一国の盛衰は、2つの適応水準の

よしあしによる。ユつは外部適応で、①帰属意

識、⑪生活世界への有効性、⑪社会システムヘ

の有効性からなる二もう1つは、内部適応で、

⑪人間関係、⑪納得性、⑪疎通性からなる。

I．日・末社会の歴史的構造転換

1．日本の事例

A’．産業社会の確立期

 日本は1868年以降、「大日本帝国」というユ

？の②協働＜主体〉として、近代産業国家へと

構造転換を行った。国民1人ユ人の問に共有さ

れた「忠君愛国、滅私奉公」という⑥＜理念〉

のもとに、自らの生存・発展に必要と感知され

た共通の④＜目標〉を「富国強兵」として設定

し、その実現へ向けて「殖産興業」という⑧＜方

策〉を立て、これを具体的に展開していった。

 この展開が成功したのは、以下の様な転換メ

カニズムに支えられていたからである。

⑥の理念が人々の間に受け容れられるには、

現存の⑦〈文化〉と調整されなければならない。

（⑪納得性）そのため、「和魂洋才、官尊民卑、

勤倹貯蓄」の方向に誘導が行われた。また、成

果につながるような具体的行動と結びつくに

は、⑨く経済〉法則に支えられていなければ
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図1 国家の行動選択スキーマ
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らない。そのためには、新技術や新たな能力開

発が必要となる（⑪社会システムヘの有効性）。

すなわち、「軍需産業優先、官営企業、技術輸入、

教育投資」などの経済政策がとられた。こうし

て、封建体制とは著しく異なる価値変動が起こ

るため、新・旧利害集団の間に人間関係問題が

発生する（⑪人間関係）。かくして、経済法則

に沿って資源配分を決定するには、強力な③＜政

治〉権力が必要となる。こうして、対外的な「民

族主権」の大義の前に、強力な「中央集権、官

僚統制」が導入された。多数者の協力を確保す一

るには、権力の行使に当たっては、⑦の文化の

文脈に沿わなくてはいけない（⑭疎通性）。上

意下達は文部省統制による教育制度によって円

滑を期した。こうして、政治は、ある部分、封

建文化を保守し、ある部分、産業文化を導入し

た。その間の調節を見はからう手がかりとなる

のが⑤〈社会〉における情感の動きである。こ

の動きに応じて、ある時は説得し、なる時は強

権を発動した。国民感情は、自分達の生活世界

が好ましい方向に進んでいると感じれば、プラ

スに動く（⑪生活世界への有効性）。「家父長主

義、集団主義」は情感の安定をもたらし、さら

に、日清・日露・第1次大戦での勝利は、「序

列意識、立身出世指向を満足させた。かくして、

国民は政治を支持し、協働体への①帰属意識は

高くなった。

 こうして、「大日本帝国」は、外部、内部と

もに、高い適応水準をおさめた。すなわち、①

帰属意識、⑪生活世界への有効性、⑪社会シス

テムヘの有効性からなる外部適応と、⑪人間関

係、⑪納得性、⑪疎通性からなる内部適応であ

る。

 その後、「富国強兵」の目標達成は過剰適応

の段階に入り、満洲事変、支那事変、第2次大

戦へと突き進み、1945年、敗戦の結果遂に、

「大日本帝国」は構造崩壊の運命に到った。

B．産業社会の成熟期

 そこで、日本は、「日本株式会社」という1

つの②協働＜主体〉として、新・産業国家へと

構造転換を行った。国民1人ユ人の問に共有さ

末社会の構造転換一

れた「平和主義、経済成長」という⑥＜理念〉

のもとに、自らの生存・発展に必要と感知され

た共通の④＜目標〉を「貿易立国」として設定

し、その実現へ向けて「輸出振興」という⑧〈方

策〉を立て、これを具体的に展開していった。

 この展開が成功したのは、以下の様な転換メ

カニズムに支えられていたからである。

 ⑥の理念が人々の問に受け容れられるには、

現存の⑦＜文化〉と調整されなければならない。

（⑪納得性）ここで国民は、自ら伝統文化を離

れ、「アメリカ文化模倣」に走った。やがて経

済発展とともに、「金銭万能、消費生活」を求め、

そのための「勤勉性」は保たれた。⑪社会シス

テムヘの有効性を確保するための⑨＜経済〉政

策としては、「戦略産業育成、技術導入、生産

性運動、ジェトロ」などの手が打たれた。これ

らは、「官民一体、行政指導、競争と協調」な

ど主として、通産省、大蔵省などのイニシアティ

ブによる③〈政治〉の選択であった。なお、終

戦直後、アメリカ占領軍によって、強権の下に、

民主化政策が社会の隅々まで徹底して行われ
た。

 これに対して、⑤〈社会〉における圧倒的多

数派の国民感情は、自分達の生活世界が好まし

い方向に進んでいると感じ、終始プラスに動い

た。（⑪生活世界への有効性）。「会社主義、平

等主義」は、従来の集団主義に支えられて情感

の安定をもたらした。一方、「個人主義、上昇

指向」は一部に、不適応者を生み出した。大勢

としては、国民は政治を支持し、協働体への①

帰属意識は、高かったといえる。

 こうして「日本株式会社」は、外部、内部と

もに、高い適応水準をおさめた。

 その後、「貿易立国」の目標達成は過剰適応

の域に到達し、貿易摩擦の激化、「日本異質論」

をへて、日米構造協議に到り、現在「日本株式

会社」は、構造崩壊の外圧にさらされている。

2、米国の事例

A．産業社会の確立期

 日本が明治維新によって、産業社会へ構造転

換をスタートした丁度その頃、太平洋の向う側
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では、アメリカ合衆国が内部分裂して、南北戦

争を戦っていた｛2）。1600年の、メイフラワー

号を皮切りに、ヨーロッパから自由を求めて新

天地に渡った植民者の子孫たちが、独立戦争に

よって独立をかち取って以来ほぼユ世紀が過ぎ

ていた。工業化が進展した北部と、農業依存の

南部諸州との間に、基本的な経済的な利害対立

が起こり、戦争になった。北部が勝ち、米国は

再び統一国家として、産業社会の確立期に入る。

それは、「人民による人民のための人民の合衆

国」というユつの②協働＜主体〉としてであっ

た。国民ユ人1人の間に共有された「自由主義

と個人の権利」という⑥＜理念〉のもとに、自

らの生存・発展に必要と感知された共通の④

＜目標〉を「American Way of Lifeの確立、す

なわち、民主主義の発展と国内開発」としてか

かげ、（その後「海外通商」も）、その実現へ向

けて「資本主義」という⑧＜方策〉を立て、こ

れを具体的に展開していった。

 この展開が成功したのは、以下の様な転換メ

カニズムに支えられていたからである。

 ⑥の理念が人々の間に受け容れられるには、

現在の⑦＜文化〉と整合的でなければならない。

（⑰納得性）当時の新大陸における共通の文化

としては、「プロテスタンティズム（自助努力）、

適者生存、ヤンキー塊、開拓者精神」などがあっ

た。また、⑪社会システムの有効性に結びつく

⑨＜経済〉的側面としては、「生活産業、市場

競争、能力の低い新移民を使っての能率追求、

やがて高等教育の発達」などがあげられる。豊

かな経済資源に恵まれていたので、③〈政治〉

としては、「自由放任、公正な競争の確保、工

業育成、（後に関税保護）」などが主な政策とな

る。⑤＜社会〉との関連では、「American

Dreamの達成感と、個人の能力主義を阻害しな

い」ことであった。これが⑪生活世界へ有効に

働いで、国民は政治を支持し、協働体への①帰

属意識を高めることにつながった。

 こうして、「自由主義、民主主義、資本主義」

の3本柱からなる産業社会確立期のアメリカ合

衆国は、外部、内部ともに、高い適応水準をお
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さめた。すなわち、①帰属意識、⑪生活世界へ

の有効性、⑪社会システムヘの有効性からなる

外部適応と、⑪人間関係、⑪納得性、⑪疎通性

からなる内部適応である。

 その後、「民主主義の発展、国内開発」の目

標達成は、第1次大戦の勝利とともに過剰適応

の段階に入り、異常な消費文化と社会的頽廃に

陥り、1929年に始まる大恐慌に到り、
 「American WayofLife」の古き良き構造は、

崩壊の運命をたどった。

B．産業社会の成熟期

 ルーズベルトのニューディール政策によっ

て、社会主義的要素を取り入れて活力を取り戻

したアメリカ産業は、ドイツ、日本など、全体

主義の下に、遅れて世界市場に参入した国々と

正面衝突し、第2次大戦となった。

 国内に戦禍を蒙らずに勝利をおさめた唯一の

国アメリカは、自らを②「自由世界の偉大なる

保安官」と自負し、「軍事的優位、No1主義」

の⑥＜理念〉のもとに、④「民主主義の世界的

普及」に乗り出した。そして大戦のもう一方の

勝利者であったソ連の共産主義との間に起こっ

た「冷戦の勝利」をめざして、④莫大な軍事費

を投入した。

 こうした外に対する⑦「力の論理」とともに、

内ではクレジットによる過度の消費生活が活発

になった。⑨〈経済〉では、Noユの名誉をか

けたソ連との宇宙競争、軍需産業を優先させた

ため、生活産業の競争力が低下し、とくに家電・

自動車などで日本に遅れをとり、貿易赤字を出

し続け、遂に債務国に転落した。こうして⑪社

会システムの有効性が低くなってきた。

 一方、③〈政治〉の面では、軍官産複合体を

形成し、財政赤字のもとを作った。こうして、

双子の赤字は、ドルの力に著しい打撃を与えた。

⑤〈社会〉でも、特にベトナム戦争後、「ミー

イズム」が横行し、「家庭崩壊、犯罪、麻薬など、

問題が深刻になった。⑪生活世界の有効性も落

ちてきた。冷戦の勝利を機に、抜本的な構造転

換の時期にさしかかっている、といえる。
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皿．情報社会への構造転換

嘉味田

1．情報社会と自己組織化

 こ札までの所、過去の歴史的事実を情報圧縮

して、重要事項をスキーマに配列した。これか

らは、未来に属することを述べる。従って、事

実ではなく、虚構である。私なりの〈予感〉で

ある。予知ではなく、予感としたのは、そこに

〈願望〉とともに〈意思〉が込められているか

らである。いわば＜成就したい、或いはすべき

事実〉といえる。従来の科学では、推論と事実

を俊別し、願望思考を厳にいましめる。

 だが自己組織化的発想では、そうは考えない。

＜主観〉からの出発である。個人的な願望では

あるが、可能性があると信じる理由がある事柄

は、積極的に情報発信し、賛同者を＜引き込み〉、

＜共同主観〉を形成し、共にその実現へ向かっ

て協力して行動を起こし、結果として、事実を

完成してしまう（〈客観〉）という考え方をする。

従って、これから述べようとすることは、その

内容の実現へ向けて、私自身、人格的参加を実

行しようと志していることである。その具体的

な表れのユつが、この論文の執筆である。自分

が＜心〉で思っていること（認識レベル）を自

分の＜身体〉に立ち帰らせ、実行に移し（実践

レベル）、その結果（存在レベル）についてフィー

ドバック情報を手がかりに、必要に応じて修正

を加え、ラセン的に確信の度合いを深め、自ら

に生きている証しを実感する過程に高い価値を

おくのである。

 人類は今、情報社会に秘められた可能性の実

現へ向けて、歩み始めたばかりである。農耕社

会から産業社会への転換に4世紀かかった。産

業社会から情報社会への転換にも、1世紀はか

かるだろう、と今田高俊氏はみている。人間観、

社会観、科学観が変わる必要があるからである。

この転換を進めていくのに、ガイドとなるのが

＜自己組織化〉というコンセプトであると思わ

れる。

2．日米両社会の行動選択の方向

 日米両国では、情報社会への移行が始まって
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いる。情報や知識が、社会を動かす主要因にな

るような社会である。ベルリンの壁が崩壊した

のも、東欧・ソ連が共産主義を放棄したのも、

唯物論の欠陥の徴しと解釈できる。人問は物質

に還元できないし、歴史は「決定」されてはい

ないのである。

 ところで、人類の歴史は、物質・エネルギー

主役の段階から、知識・情報主役の段階へと、

不可逆的に進化しつつある、といえる。進化が

そのままよりよい生存を保証してくれるわけで

はない。進化の果てに絶滅した種も多い。あら

ゆる存在は、＜自然選択〉の大法則にさらされ

ている。知識・情報の創造・処理を通じて、人

間にとってこれまでより、より有利な＜社会選

択＞（文化）を行うことができるようになった。

知識や情報の＜処理〉は、システムや機械、組

織や集団がやってくれるが、始原の情報（意味）

や知識を＜創造〉するのは、個人である。そし

てこの創造こそ、最も人間の尊厳に価する。あ

らゆる人間が、日常の生活の中で、創造の営み

に従事できる社会を創り出すことが、これから

の人類の、特に先進国の人たちの共通の課題で

ある、と思う。戦争、暴力、犯罪など、物質・

エネルギーの消耗、消費を防ぎ、無気力、自閉、

狂気に陥らず、各人の生涯時間を、精神エネル

ギーの活性化に向け、地球規模での情報ネット

ワークを活用して、個人的な夢や快感、或いは

真・善・美の追求に、協働的創造性を発揮し続

けるのである。

3．日米両国家の行動選択スキーマ

 上の様な方向に沿って、スキーマを描いたの

が、図6である。言語表現にするとこうなる。

 ②「生活創造者のための地球ネットワーク社

会」という協働主体が、⑥「普遍主義をべ一ス

に、それぞれの固有能力を全面的に生かして世

界へ貢献する」という理念を共にし、④「地球

市民の心の豊かな生活の創造」を目指して（目

標）、⑧「環境保全を条件として、世界貿易の

振興（国内障壁の積極的除去）、多国籍企業の

活力に満ちた事業展開を通じての地域格差の是

正」という方策を具体的に展開していく。
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図6 日・末社会の構造転換の方向 （3）



                    嘉味田

 ①この脱現代化過程において、⑪万事、各人

の納得の下に事を運んでいくために、⑦新しい

文化として、「知性主義をべ一スとした自己組

織化概念を浸透させるとともに、異文化との共

存をはかり、協働的創造活動を普及させる。」

 また、⑨、⑪、世界経済の効率性を向上させ

るために、「先端技術開発を積極的に進めると

ともに、逐次、技術移転をはかる。」⑪この技

術的変化が招来する人間関係の軋櫟を克服する

ために、⑨学校教育制度は、生涯学習の考えを

べ一スに、各人の生活創造能力の開発に重点を

おいたもの」に編成し直す。
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 ③政治は、外に国家間協調、内に分権主義を

基本として、⑤各人が、生活世界のあらゆる分

野で、「ネットワークを組み、自発的に参加す

る諸集団の中で、意味創造の満足が得られるか

どうかを汲み取り（⑪疎通性）、即時、適切な

手を打って、①協働体への帰属意識を高めるの

である。
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